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新株予約権等の状況
⑴ 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
　該当事項はありません。

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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a. 当社は、役員及び従業員が法令及び定款を遵守して業務を行うために必要となる各種社内
規程を整備するとともに、周知のために社内研修を実施し、社内規程に則した業務遂行の
徹底に努めてまいります。

b. 当社は、事業の発展の前提としてコンプライアンスが最優先事項であると位置づけ、その
基本原則を定めた「コンプライアンス規程」を制定し、これを全社的に実践することで、
全ての役員及び従業員に対して法令遵守を義務付けます。

c. 当社の役員又は従業員が当社内において法令又は定款、その他社内規程に反する行為を発
見した場合には、管理本部長又は顧問法律事務所に通報するものとし、早期に把握と対応
が可能な体制を構築しております。なお、通報者の匿名性の確保、その他当該通報を行う
ことによって通報者に不利益が及ばないよう保護される制度としております。

d. 代表取締役によって指名された内部監査担当者は、当社各部門を監査して法令及び定款の
遵守について確認を行い、内部監査の結果を代表取締役に報告いたします。

e. 財務報告の適正を確保するために、経理及び決算業務に関する規程の制定のほか、財務報
告の適正に係る内部統制を整備し、運用を行います。また、毎期これらの状況を評価し、
不備の有無を確認し必要な改善を図ってまいります。

f. 当社は反社会的勢力との関係は一切持たず、不当な要求に対しては毅然とした態度でこれ
に抵抗いたします。全ての役員及び従業員は、当社の定める反社会的勢力対応規程や細則
に基づき反社会的勢力の排除に向けて行動いたします。

a. 取締役会議事録、取締役が職務の執行において意思決定を行った稟議書等の記録文書（電
磁的記録を含む）、その他重要な情報の保存は、法令及び「文書管理規程」に基づき適正
に保存いたします。

b. 取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるようにいたします。

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
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a. 当社の事業を取り巻く損失の危険（リスク）の把握と対応のために「リスク管理規程」を
整備し、顕在化したリスクあるいは潜在的なリスクに対して対応を検討します。

b. 各部門においては日常的に自部門に係るリスクの把握に努め、当該リスク情報は隔週で開
催するマネージャー会議での報告を通じて社内で共有を図り、必要な対応を講じます。重
要なリスクについては取締役会において対策を協議し、適時、実効性のある対策及び再発
防止策を実行いたします。

a. 毎月取締役会を開催し、また必要な場合には臨時取締役会を開催し、事業運営上の重要な
事案について迅速に意思決定を行います。

b. 業務意思決定に関する権限を「職務権限規程」に基づいて各職位に適切に付与し、効率的
な業務執行を行います。

子会社の経営については、各社の自主性を尊重しつつ、当社が策定した「関連会社管理規
程」の遵守を求めます。

監査役の求めに応じて、取締役会は監査役と協議のうえ、監査役スタッフを任命し、当該
監査業務の補助に当たれるよう配置いたします。

a. 監査役職務の補助者は、当該補助業務に関しては取締役から独立性を有するものとし、人
事評価や異動、処分を行う際には、必要に応じて監査役の同意を要するものとします。

b. 監査役から補助業務に係る指示が行われた場合、当該補助者は当該職務に関して取締役そ
の他従業員からは指示を受けないものとし、監査役からの指示のみに服するものとしま
す。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

⑦ 上記⑥の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の
実効性の確保に関する事項
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a. 取締役及び従業員は、監査役の求めに応じて、随時その職務の執行状況その他に関する報
告を行います。また、取締役が会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実、又は法令や
定款に違反する重大な事実を発見した場合、速やかに監査役へ報告することとしておりま
す。

b. これらの報告をした者に対し、監査役への報告を理由として不利益な処遇をすることは一
切行いません。

a. 監査役は取締役会に毎回出席し、議事に対して必要な意見を述べるほか、取締役の職務執
行の報告を受け、適宜質問を行います。

b. 監査役会には、法令に従い社外監査役を含み、公正かつ透明性を担保いたします。
c. 当社各部門の業務状況について日常的な部門監査を通じて確認するほか、内部監査担当者
からの報告受領、また、監査法人から会計監査についての報告を受け必要な意見交換を適
宜行い、監査の実効性を確保します。

d. 監査役が職務の執行のために必要となる費用又は債務を、前払い又は精算等により当社に
請求した際には、当該請求が職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに
これを処理するものとします。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び報告をした者が当該報告をしたことを
理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

⑨ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　取締役会の職務執行
　取締役が法令及び定款に則って行動するように徹底しており、社外取締役を２名選任し、か
つ、取締役会等を通じて社外取締役から発言が積極的に行われる機会を設けることで、監督機能
を強化しております。当事業年度、取締役会は13回開催され、取締役の職務執行の適法性を確
保し、適正かつ効率を高めるために、当社と利害関係を有しない社外取締役が出席しました。

②　内部監査の実施
　当事業年度、内部監査担当者は内部監査計画に基づき、法令順守状況について業務監査を実施
し、代表取締役に報告を行いました。
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③　監査役の職務執行
　監査役会を15回開催したほか、監査役は監査役会において定められた監査計画に基づき監査
を実施するとともに、取締役会への出席や代表取締役との定期的な会合を持つことで、監査機能
の強化及び向上を図っています。また、会計監査人や内部監査担当者と連携した監査、当社の全
部署の内部監査の状況の確認を通じて、当社の内部統制システム全般をモニタリングするととも
に、より効率的な運用について助言を行っております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

・連結子会社の数 11社
・主要な連結子会社の名称 株式会社知識経営研究所、株式会社ブルパス・キャピタル、
　　　　　　　　　　　　　　　ブルパス１号有限責任事業組合、ドルフィン１号投資事業有限責任組合

（２）　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

（３）　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品
取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)については、組
合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の計算書類を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ロ．棚卸資産
・仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

・貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

定率法によっております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　  15年
工具、器具及び備品　４年～15年

ロ．無形固定資産
自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
③　重要な引当金の計上基準

イ．賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度
に負担すべき額を計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時
点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、（収益認識に関する
注記）に記載のとおりです。
⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、12年間の均等償却を行っております。

ロ．退職給付に係る負債の計上基準
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用は、簡便法（退職給付に係る連結会計年度末自己
都合要支給額から、中小企業退職金共済制度より支給される額を控除する方法）により計算しておりま
す。
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2．会計方針の変更に関する注記
　（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、コンサル
ティング案件について、従来は進捗部分について成果の確実性が認められる案件については進行基準によってお
り、その他のものは完成基準によっておりましたが、一時点で充足される履行義務は、検収完了時に収益を認識
し、一定の期間にわたり充足される履行義務は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収
益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積
ることができないが、履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準
にて収益を認識しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高は49,145千円増加し、売上原価は49,145千円増加しておりますが、営業
損失、経常損失および税金等調整前当期純損失に与える影響はありません。また、１株当たり情報に与える影響
はありません。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度
の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、利益剰余金期首残高に
与える影響はありません。収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、
「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当連結会計年度より「売掛金及び契約資産」に含めて表示すること
としております。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会
計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとし、「金融商品に関する注記」におい
て、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこととしました。
　なお、この適用による連結計算書類への影響はありません。
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当連結会計年度
のれん 307,545

当連結会計年度
投資有価証券 3,204,654

３．会計上の見積りに関する注記
（1）のれん
　①　当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（単位：千円）

　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上されているのれん307,545千円は、2020年10月期に株式会社知識
経営研究所の株式を取得した際に計上されたものです。
のれんは、将来の収益予測及び収益獲得に必要なコストを見積った上で策定された事業計画を基礎とし、超過収
益力として算定され、規則的に償却しております。
　超過収益力は、株式会社知識経営研究所の事業計画を基礎として見積られており、将来の事業計画における主
要な仮定は、売上高成長率であります。
　将来の事業計画は、経営者の判断及び見積りの不確実性を伴うものであり、見積りの前提や仮定に変更が生じ
た場合には、翌連結会計年度の連結計算書類におけるのれんの評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（2）投資有価証券
　①　当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（単位：千円）

　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　市場価格のない株式等は、取得原価をもって連結貸借対照表価額としておりますが、当該株式の発行会社の財
政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、相当の減額をなし、評価差額は当期の損失として処理す
ることとしております。ただし、実質価額の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合は、減額をしな
いこととしております。
　予測できない市場環境の変化により個々の投資先の財政状態や業績が悪化した場合には、翌連結会計年度の連
結計算書類における投資有価証券の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。
　なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算報告に応じて入手可能な直近の
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって算定しております。

－ 9 －



サービス区分 売上高（千円）
コストマネジメントコンサルティング
その他（注）

2,314,741
403,639

外部顧客への売上高 2,718,380

（その他の注記）
　追加情報
　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りについて
　新型コロナウイルス感染症の急激な感染拡大を受けて、当社顧客企業の業種の一部では事業環境が厳しさを増
しており、当社が顧客企業に提供するコンサルティングサービスの受注に対しても一定程度影響が出ております
が、連結計算書類作成時点において、会計上の見積りに重要な影響を与えるものではないと判断しております。
当社は、新型コロナウイルス感染症が及ぼす影響が、今後一定期間継続するものと仮定し、連結計算書類作成時
において入手可能な情報に基づき会計上の見積りを行っております。なお、新型コロナウイルス感染症の収束時
期や事業環境への影響についての不確実性が高いため、感染拡大状況に変化が生じた場合には、当社グループの
財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

４．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　（注）主に行政経営支援及び環境関連コンサルティングによる収益であります。

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「（３）　会計方針に関する事項　④　重要な収益及び費用の計上
基準」に記載のとおりであります。
　なお、当社の取引に関する支払条件は、通常短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれ
ておりません。
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当連結会計年度（千円）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 650,228
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 459,934
契約資産（期首残高） －
契約資産（期末残高） 49,145
契約負債（期首残高） 27,931
契約負債（期末残高） 10,218

（３）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
　　①契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、一定期間にわたり履行義務を充足するコンサルティングサービスにて、履行義務の充足に係る進
捗度を合理的に見積もることができないが、履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる
場合に原価回収基準を適用して認識した収益に係る未請求売掛金であります。契約負債は主に顧客からの前受金
であり、収益の認識に伴い取り崩されます。なお、連結貸借対照表では「その他流動負債」に含まれておりま
す。
　過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありま
せん。

　　②残存履行義務に配分した取引価格
　　　当社グループにおいて、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法
　　を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていな
　　い重要な金額はありません。
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場所 用途 種類 金額

東京都港区 事業用資産 ソフトウエア 120,291千円
ソフトウエア仮勘定 663,542千円

５．連結貸借対照表に関する注記
　コミットメントライン契約
　　当社は、資金調達の安定性を高め、機動的な経営を遂行することを目的として、取引銀行２行とコミットメ
　ントライン付きのタームローン契約及びコミットメントライン付きのタームアウト型リボルビング・クレジッ
　ト・ファシリティ契約を締結しております。当連結会計年度末のこれらの契約に基づく借入未実行残高は次の
　とおりであります。

　　　　　　　コミットメントラインの総額　　　2,000,000千円
　　　　　　　借入実行残高　　　　　　　　　　　612,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,388,000千円

　　なお、本契約については以下の財務制限条項が付されております。財務制限条項に抵触した場合には、貸付
　人の請求に基づき、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。

　・当事業年度を初回とし、各年度の決算期の末日における借入人の単体の貸借対照表における純資産の部の金
　額を、直前の事業年度の決算期末日における借入人の単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額の
　75％以上に維持するものとする。

６．連結損益計算書に関する注記
　減損損失
（１）減損損失を認識した資産グループの概要

（２）減損損失を認識するに至った経緯
　　プロサイン事業に係るソフトウエア及びソフトウエア仮勘定について、将来の収益見込み等を勘案した結
　果、帳簿価額の全額783,834千円を減損損失として特別損失に計上しております。
（３）資産グルーピングの方法
　　当社グループは、減損損失の算定にあたり、他の資産または資産グループから概ね独立したキャッシュ・フ
　ローを生み出す最小の単位によって資産のグルーピングを行っております。
（４）回収可能価額の算定方法
　　回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナス
　であるため、回収可能価額は零としております。
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式 11,195,600株 －株 －株 11,195,600株

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式 276,069株 37株 －株 276,106株

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式に関する事項

（２）自己株式に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（３）配当に関する事項
　①配当金支払額
　　該当事項はありません。
　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　　該当事項はありません。

（４）当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないも
　　　のを除く。）の目的となる株式の種類及び数
　　該当事項はありません。
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８．金融商品に関する注記
（１）　金融商品の状況に関する事項
　①　金融商品に対する取組方針
　　　当社は、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。また、必要な資金については、必要
　　に応じて銀行借入による方針であります。
　②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　　　営業債権である売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。
　　有価証券はその他有価証券であり、市場価格等の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体
　　の財務状況を把握することで減損懸念の早期把握や軽減を図っております。
　　　営業債務である買掛金、未払金、未払費用、未払法人税等並びに未払消費税等は、１年以内の支払期日で
　　あります。
　　　借入金は、事業活動に係る資金調達を目的としたものであり、返済期日は最長で決算日後約５年、一部の
　　金利は変動金利であります。
　　　社債は、事業活動に係る資金調達を目的としたものであり、返済期日は最長で決算日後約２年、金利は固
　　定金利であります。
　　　投資有価証券は、主にファンドへの出資金であり、ファンドの投資先企業の事業リスクや財務リスク等の
　　内的なリスクと、株式市場の市況や規制等の状況変化等の外的なリスクに晒されております。
　③　金融商品に係るリスク管理体制
　　・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　　　営業債権については、取引相手ごとに回収期日や残高を定期的にモニタリングすることで、財務状況等の
　　悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　　・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　　　借入金、社債については、金利の変動を定期的にモニタリングし、金利変動リスクの早期把握を図ってお
　　ります。
　　・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　　　当社では、管理本部が資金繰りの的確な把握を行うとともに、手許流動性の維持などにより、流動性リス
　　クを管理しております。
　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
　　含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
　　ることにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
（１）現金及び預金 4,729,774　千円 4,729,774　千円 －　千円
（２）売掛金及び契約資産 509,080 509,080 －
　 資産計 5,238,855 5,238,855 －
（１）買掛金 36,800 36,800 －
（２）未払金 226,622 226,622 －
（３）未払費用 230,953 230,953 －
（４）未払法人税等 66,696 66,696 －
（５）未払消費税等 87,024 87,024 －
（６）社債
　（１年内償還予定を含む）

160,000 159,614 385

（７）長期借入金
　（１年内返済予定を含む）

727,600 727,584 15

　 負債計 1,535,698 1,535,296 401

（２）　金融商品の時価等に関する事項
　　2022年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
　ます。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（注）２をご参照ください。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
　　資産
　　（１）現金及び預金、（２）売掛金及び契約資産
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
　　ます。
　　負債
　　（１）買掛金、（２）未払金、（３）未払費用、（４）未払法人税等、（５）未払消費税等
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
　　ます。
　　（６）社債（１年内償還予定を含む）
　　　社債の時価は、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定して
　　おります。
　　（７）長期借入金（１年内返済予定を含む）
　　　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社グループの信用状
　　態が実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿
　　価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ
　　れる利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額（千円）
　非上場株式 3,006,147

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,729,774 － － －
売掛金及び契約資産 509,080 － － －

合計 5,238,855 － － －

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

社債 80,000 80,000 － － － －
長期借入金 45,600 632,000 20,000 20,000 10,000 －

合計 125,600 712,000 20,000 20,000 10,000 －

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 159,614 － 159,614
長期借入金 － 727,584 － 727,584

負債計 － 887,198 － 887,198

　　　２．市場価格のない株式

（注）連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資について
は記載を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は198,507千円であります。

　　　３．金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

　　　４．長期借入金及び社債の決算日後の返済予定額

　　　５．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　　　　金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
　　　ベルに分類しております。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
　　　ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　　　（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　　　　該当事項はありません。

　　　（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
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　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　社債
　　社債の時価は、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定してお
　り、レベル２の時価に分類しております。
　長期借入金
　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い
　て算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

９．１株当たり情報に関する注記
（１）　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　 688円66銭
（２）　１株当たり当期純損失　　　　　　　　　　　　　△79円78銭
（３）　潜在株式調整後１株当たり当期純損失　　　　　　　　　　 －
（注）１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりで
　　　す。
　　　１株当たり当期純損失
　　　　親会社株主に帰属する当期純損失　　　　　　△871,190千円
　　　　普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　　　　　　　－
　　　　普通株式に係る当期純損失　　　　　　　　　△871,190千円
　　　　普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　 10,919,497株
　　　潜在株式調整後１株当たり当期純損失
　　　　普通株式増加数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －株
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10．重要な後発事象に関する注記
（１）ストックオプションとしての新株予約権の発行
　当社は、2022年10月19日開催の取締役会において、会社法第238条第１項及び第２項並びに第240条第１
項の規定に基づき、当社の従業員並びに当社完全子会社の取締役及び従業員に対して、ストックオプション（新
株予約権）の発行を行うことを決議し、2022年11月４日割当を行っております。

新株予約権の発行要項
①新株予約権の数　　　　　　　4,999個
②発行価額の総額　　　　　　　259,948,000円
③新株予約権の目的である株式の種類及び数　　　　　　　新株予約権１個あたり当社普通株式100株
④行使価額　　　　　　　　　　新株予約権１個あたり52,000円
⑤新株予約権の行使により株式を発行する場合の当該株式の発行価格のうちの資本組入額
　イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第
　　　１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数
　　　は、これを切り上げるものとする。
　ロ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、前記記載の資本金等
　　　増加限度額から前記に定める増加資本金の額を減じた額とする。
⑥行使期間　　　　　　　　　　2024年10月20日から2032年10月19日までとする。
⑦譲渡制限
　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。
⑧新株予約権の行使の条件
　イ）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役または従業員
　　　の地位にあることを要する。ただし、当社または当社子会社の取締役を任期満了により退任した場合、定
　　　年退職した場合等正当な理由があり、当社取締役会において認められた場合はこの限りではない。
　ロ）新株予約権の割当てを受けた者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
⑨新株予約権の割当日　　　　　2022年11月４日
⑩勧誘の相手方の人数及びその内訳
　当社の従業員並びに当社完全子会社の取締役及び従業員　計216名

（２）当社グループ会社がサービスを提供するファンドによる投資実行
　当社グループ会社である株式会社ブルパス・キャピタルがサービスを提供するファンドは、2022年11月４日
付けで、同ファンドが出資する特別目的会社を通じて、株式会社Ｆ・イスト（以下「Ｆ・イスト」）及び株式会
社オブリガード（以下「オブリガード」）の代表取締役である栗原貴史氏との間で資本業務提携等に関する合意
に達し、Ｆ・イスト及びオブリガードへの投資を実行しております。取得価額等については守秘義務があるた
め、非開示とさせていただきます。
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会社名 株式会社Ｆ・イスト
事業内容 青果小売業
設立 2007年８月13日

会社名 株式会社オブリガード
事業内容 青果小売業
設立 2009年６月11日

①投資の実行の概要
　Ｆ・イスト、オブリガードは、それぞれ「八百心」「ビバーチェ」の屋号にて、首都圏近郊の生鮮食品スーパ
ーマーケットやディスカウントストア内を中心に約30店舗を展開する青果物販売のコンセッショナリ―・チェ
ーンです。その日に仕入れた新鮮な青果物を安価でお客様に提供できる独自の商品調達・販売ノウハウを有し、
テナントの集客力向上に貢献されております。近年は生鮮食品分野の強化を図るドラッグストア等の小売業界か
ら多くの引き合いを受け、店舗数の増加により高い成長を続けております。
　株式会社ブルパス・キャピタルは、経営陣と共に組織基盤の強化を図りつつ、店舗開発や商品調達・販売にお
けるオペレーション改善を推進しながら、店舗展開の加速を通してさらなる事業成長を図ります。また、当社が
得意領域とする多店舗展開企業におけるコスト適正化・オペレーション改善ノウハウや、独自のネットワーク等
も活用し、Ｆ・イスト、オブリガードのさらなる飛躍を全力で後押しいたします。

②投資の実行の相手先の概要
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

・子会社株式 移動平均法による原価法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品
取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)については、組
合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の計算書類を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②　棚卸資産
・仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

・貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

（２）　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　　　　　15年
工具、器具及び備品　　　　４年～10年

②　無形固定資産
自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（３）　重要な引当金の計上基準
　　賞与引当金
　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に

　　　　　　　　　　　　　　　負担すべき額を計上しております。
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当事業年度
関係会社株式 651,963

（４）　重要な収益及び費用の計上基準
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転
した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、（収益認識に関
する注記）に記載のとおりです。

2．会計方針の変更に関する注記
　（収益認識に関する会計基準等の適用）
　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
　いう。）等を当事業年度から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
　ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、コンサルティ
　ング案件について、従来は進捗部分について成果の確実性が認められる案件については進行基準によってお
　り、その他のものは完成基準によっておりましたが、一時点で充足される履行義務は、検収完了時に収益を認
　識し、一定の期間にわたり充足される履行義務は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づ
　き収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的
　に見積ることができないが、履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価
　回収基準にて収益を認識しております。
　　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
　っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期
　首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、繰越利益剰余金期首
　残高に与える影響はありません。収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、
　「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当事業年度より「売掛金及び契約資産」に含めて表示することと
　しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　　「連結注記表　２．会計方針の変更に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
　ます。

３．会計上の見積りに関する注記
（１）関係会社株式
　①　当事業年度の貸借対照表に計上した金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）上記のうち、株式会社知識経営研究所の関係会社株式の帳簿価額は451,963千円であります。
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当事業年度
投資有価証券 298,507
その他の関係会社有価証券 534,084

　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　市場価格のない株式等は、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、当該株式の発行会社の財政状
態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、相当の減額をなし、評価差額は当期の損失として処理するこ
ととしております。ただし、実質価額の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合は、減額をしないこ
ととしております。
　関係会社株式のうち、知識経営研究所株式は超過収益力を評価して取得しているため、当該超過収益力を反映
させた実質価額により判定を行っております。超過収益力は、事業計画の達成状況や将来の事業計画等を確認す
ることにより、毀損の有無を確かめております。将来の事業計画における主要な仮定は、売上高成長率でありま
す。
　将来の事業計画は、経営者の判断及び見積りの不確実性を伴うものであり、見積りの前提や仮定に変更が生じ
た場合には、翌事業年度の計算書類における関係会社株式の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（２）投資有価証券およびその他の関係会社有価証券
　①　当事業年度の貸借対照表に計上した金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（単位：千円）

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　市場価格のない株式等は、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、当該株式の発行会社の財政状
態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、相当の減額をなし、評価差額は当期の損失として処理するこ
ととしております。ただし、実質価額の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合は、減額をしないこ
ととしております。
　予測できない市場環境の変化により個々の投資先の財政状態や業績が悪化した場合には、翌事業年度の計算書
類における投資有価証券の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。
　なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算報告に応じて入手可能な直近の
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって算定しております。

（その他の注記）
　追加情報
　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りについて
　新型コロナウイルス感染症の急激な感染拡大を受けて、当社顧客企業の業種の一部では事業環境が厳しさを増
しており、当社が顧客企業に提供するコンサルティングサービスの受注に対しても一定程度影響が出ております
が、計算書類作成時点において、会計上の見積りに重要な影響を与えるものではないと判断しております。当社
は、新型コロナウイルス感染症が及ぼす影響が、今後一定期間継続するものと仮定し、計算書類作成時において
入手可能な情報に基づき会計上の見積りを行っております。なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期や事業
環境への影響についての不確実性が高いため、感染拡大状況に変化が生じた場合には、当社グループの財政状態
及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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４．収益認識に関する注記
　（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　４．収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

５．貸借対照表に関する注記
　(1)関係会社に対する金銭債権および金銭債務
　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　199,191千円
　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　 426千円

　（２）コミットメントライン契約
　　　当社は、資金調達の安定性を高め、機動的な経営を遂行することを目的として、取引銀行２行とコミット
　　メントライン付きのタームローン契約及びコミットメントライン付きのタームアウト型リボルビング・クレ
　　ジット・ファシリティ契約を締結しております。当事業年度末の当該契約に基づく借入未実行残高は次のと
　　おりであります。

　　　　　　　コミットメントラインの総額　　　　　　　　　2,000,000千円
　　　　　　　借入実行残高　　　　　　　　　　　　　　　　　612,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,388,000千円

　　　なお、本契約については以下の財務制限条項が付されております。財務制限条項に抵触した場合には、貸
　　付人の請求に基づき、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。

　　・当事業年度を初回とし、各年度の決算期の末日における借入人の単体の貸借対照表における純資産の部の
　　金額を、直前の事業年度の決算期末日における借入人の単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額の
　　75％以上に維持するものとする。

６．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
　　販売費及び一般管理費　　　　　1,627千円
　　営業外収益　　　　　　　　　　1,498千円

　減損損失
　　「連結注記表　６．連結損益計算書に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略して
おります。

７．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
　　普通株式　　　　　　　　　　　276,106株
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繰延税金資産
未払事業税 1,846千円
未払費用 33,052千円
資産除去債務 4,592千円
一括償却資産 6,875千円
未払事業所税 1,311千円
ソフトウエア資産計上 282,455千円
その他 1,224千円
繰延税金資産　小計 331,357千円
評価性引当額 △299,424千円
繰延税金資産合計 31,933千円
繰延税金負債
投資事業組合運用益 △27,820千円
資産除去債務に対応する除去費用 △ 4,113千円
繰延税金負債合計 △31,933千円
繰延税金資産の純額 -千円

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
(被所有)割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高
（ 千 円 ）

子 会 社 株式会社知識
経営研究所

所有
直接　100

役員の兼任
資金の貸付

資金の貸付
（注１） 100,000 短 期

貸 付 金 100,000

子 会 社
ﾄﾞﾙﾌｨﾝ1号投
資事業有限責
任組合

所有
　直接　19.2
　間接　  1.1

出 資 先 出資の引受
（注２) 269,932 流動資産

そ の 他 97,759

８．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９．関連当事者との取引に関する注記
　(1)親会社及び法人主要株主等
　　該当事項はありません。
　(2)関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注１）株式会社知識経営研究所に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
　（注２）当社がドルフィン１号投資事業有限責任組合に対する出資の引受を行ったものであります。

　(3)兄弟会社等
　　該当事項はありません。
　(4)役員及び個人主要株主等
　　該当事項はありません。
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⑴　１株当たり純資産額 478円43銭
⑵　１株当たり当期純損失 △77円76銭
⑶　潜在株式調整後１株当たり当期純損失 －

１株当たり当期純損失
当期純損失 △849,048千円
普通株主に帰属しない金額 －
普通株式に係る当期純損失 △849,048千円
普通株式の期中平均株式数 10,919,497株

潜在株式調整後１株当たり当期純損失 －
普通株式増加数 －

10．１株当たり情報に関する注記

（注）１. １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとお
りです。

11．重要な後発事象に関する注記
ストックオプションとしての新株予約権の発行
　「連結注記表　10．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお
　ります。
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